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In spite of the long, joint maximum efforts of consumer credit companies and their 
supporting organizations such as the Nihon Credit Sangyo Kyokai(Japan Consumer 
Credit Industry Association) and the Nihon Credit Counseling Kyokai(Japan Credit 
Counseling Association) to normalize the consumer credit market, there has been no 
significant decrease in personal bankrupts due to credit-related troubles. Problems can 
be found in the rather ineffective credit laws and the consumer protection policies that 
tend to “overprotect” consumers. In order to solve these problems, I propose to 
introduce and make the most use of IC card and other information technology devices 
so as to prevent bankrupts in an innovative way. 
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Ⅰ．はじめに 
 
すでに使い古された比喩となった感があるが、IT（Information Technology）はドッグ・
イヤーと呼ばれ、通常われわれが感じる 7 倍のスピードで進化するという。さらに、マウ
ス・イヤーとなると 18 倍もの速さになる。かくして、IT に関連する隣接分野は多かれ少
なかれそのスピードに影響を受けることになる。 
クレジット（ないしは広く金融）は、実際の運営の大半を ITに依存しているといってよ
い。決済や振替、融資、預金すべてにおいて ITシステムの恩恵に浴している。昭和 30年
代の一般消費者にはまだ IT の影もかたちもない時代からカード化を目指したクレジット
業界が、本格的に IT化に着手したのは昭和 50年代のことであるが、その後はクレジット
市場の成熟とともに、クレジット関連テクノロジーは高度化していった。これは必ずしも
ITにかぎったことではなく、たとえば既存の人的技術を利用した消費者金融業者の無人審
査システムは、顧客創造としてのマーケティング的新機軸である。また、近年試みられて
いるクレジット・カードやキャッシュ・カードの IC 化も大きな転換点である。これらの
ITの進展により、顧客は多大な利便性を享受することになる。 
しかしながら、クレジットの不良債務者（一般にいうところの多重債務者）は増加の一
途をたどっている。2002年（平成 14年）以降、自己破産が 20万件を超え1)、その予備軍
も 100万人単位である。たしかに、ITはクレジット産業に深く浸透し、業者や顧客には大
きく貢献したが、自己破産の低減には効果がなかったようである。この分野におけるITは
あくまで、システムの利便性やマーケティングに資することを目的として導入されてきた
といってもよい。たとえば、交通事故を一次的（事故を起こさない）および二次的（事故
がおきても損傷は最小限にとどめる）に減少させるために、自動車メーカーや行政当局が
尽力してきたことを考えると、いささか驚くべきことである。たしかに、交通事故は生命
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に関わることであるが、偶然的要素が原因になることもある。これに比べて自己破産のよ
うなクレジット禍は人為的であり、偶然的要素は稀である。経済環境に左右されることも
多々あるが、それだけで自己破産を説明できるわけではない2)。ましてや、昨今流行りの「自
己責任」でも片付けられない。本稿の基本的な問題意識である。 
制度面も無視できない。かりに「業者」性悪説に立ち、がんじがらめの法･規制を敷き、
軽微な違反行為も摘発するとしたら、不良債務者は減少するのであろうか。現行の最高貸
出金利 29.2%にしたことで、表面上顧客の金利負担は減ったが、逆に悪徳業者の温床にな
ってしまったことをどう解釈すればよいのであろうか。もちろん万民に平等かつ有効な法･
規制をつくるというのは至難の業かもしれないが、果たして現状は最適解に近づいている
のであろうか。 
近年、非合理的経済行動をとるアノマリー（anomaly）経済主体の研究成果が出されて
いる。自己破産はまさにアノマリーである。しかし、アノマリー分析は不良債務者に至る
プロセスの分析であるから、たとえて言うならば、雪道走行中タイヤが急にすべり、事故
につながる過程の「摩擦係数がどうして急に変わるか」の話である。この現象をどんなに
詳細に分析しても、ドライバーが運転操作を誤れば、スリップ事故は起こる。多重・不良
債務者、自己破産を減らす施策というのは、実のところ ALB（Anti-Locked Brake）の設
計に等しい。スリップ現象の解明とともに、スリップが起きてもハンドル操作可能なバッ
クアップ・システムをデザインしなければならないのである。 
以上の観点から、本稿ではクレジット市場における法・規制の限界を示唆し、効果的な
補完策として ICカードの新しい利用法を提示する。 
 
 
Ⅱ．不良債務の解釈学 
 
１．デフォルトの本質 
 
デフォルト（default：債務不履行）が発生するということは、借りる側か貸付ける側の
何れかに問題があるか、この両者を接続するシステムに問題があるか、経済環境の悪化に
よって経済システム全体のパフォーマンスが低下するかの何れか、あるいはそれらの要素
の相互作用で起こる。借りる側では、債務管理の意識を高めるように TV. CM.などで意識
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の向上に努めているが、その程度のことでデフォルトが減少するなら苦労しない。貸す側
の改善策はこれほど単純ではない。長年にわたる貸出ノウハウの蓄積はもとより、個人信
用情報機関の利用などかなり高度な手法が取られているが、これもまたデフォルトを低下
させるような効果は期待できない。ここでいう借り手と貸し手の接続とは、いわゆる情報
の非対称性をなくすということだが、この情報ギャップがなくなれば、貸し手側のリスク
が低下することにはなろうが、借り手の経済的災禍がなくなるとは限らない。悪徳貸金業
者の存在を前提にしている訳ではないが、家計でも企業でも、資産と支出のアンバランス
が不可避なこともあり、その結果のデフォルトは最終的には、税収減というかたちで国家
財政に波及してくる。誰かが負担することになるのである。このようにマクロ的にクレジ
ットのデフォルトを考えてみると、問題の本質は情報の非対称性と予想の誤りに帰着する。
すべての経済主体が合理的に機能していれば、多くの経済問題は解決される。たとえば、
家計が合理的なら（予想）収入以上の債務を持たない。その前に収入が途絶えるような雇
用環境の中にいない。融資側も完全な顧客情報をもっているからデフォルト・リスクはゼ
ロである。いうまでもなく、このような状況は現実にはない。合理的予想形成によるマク
ロ経済学の教えるところによれば、経済政策が成功するのは経済主体と情報が不完全なと
きとなるが、現実経済はこの完全合理性と不完全合理性のどこかに位置している。われわ
れは無知蒙昧ではないが、神のごとく万能ではない。 
上述の論理から敷衍すると、クレジットでは貸し手か借り手の何れかが合理的経済主体
ならデフォルトは発生しない。どんなに有利な条件で貸し付ける金融業者がいても借り手
が返済計画が立たないと判断したら、この融資取引は成立しない。借り手が融資を受ける
ことは合理的でないからである。また、金融業者も山のような融資先があったとしてもデ
フォルト・リスクのある融資先には手を出さない。このような状況が進むとしたらいった
い何が残るのであろうか。合理的予想形成によるマクロ経済学はパラダイスを想定してい
る訳ではない。完全情報があっても、天変地異や社会的・政治的異変までコントロールで
きない。同様に、クレジットも借り手、貸し手双方が合理的でデフォルトが発生しなくて
も、経済的破綻すなわち自己破産という結末が待ち受けていることもある。融資契約がな
いのに自己破産するとはどういうことかといえば、収入がなくなることである。われわれ
は一般に、多額・多重債務者が不良債務者になる一連のプロセスの最後に自己破産を想定
しているが、論理的には債務者であることは自己破産の必要条件ではない。 
したがって、デフォルト問題を扱うときは、一連のクレジット融資契約から破綻に向か
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うプロセスを論じるのか、個々の領域つまり借り手や貸し手、両者の連携、あるいは収入
減の要因の除去策の話なのかを明確にする必要がある。理想はすべてを改善することだが、
仮に上記のすべてが首尾よく改善されても自己破産がゼロになることはないだろう。たと
えば、ギャンブラーの合理的経済行動をうまく説明することはできても、経済破綻するま
でギャンブルに打ち込む者を経済学的に説明することは難しい。交通事故をなくし、自殺
や犯罪をゼロにするのは社会の目標であるが、達成できる日が来るかどうか。だが、理不
尽な人為的災禍を減少させることはできるかもしれない。クレジット関連の事故も同じで
ある。トラブルをゼロにはできないが、経済社会の構成員の大多数が納得するルールや基
準、ツールをつくることである程度悲劇は避けられるかもしれないのである。 
 
２．デフォルト対策のプライオリティー 
 
借り手と貸し手双方の対策、あるいは両者の収入を上げるように、経済環境を改善する
といったマクロ政策によってもデフォルトは低下するだろう3)。しかし、政策の規模や成功
の可能性などを考慮すると、自ずと政策に優先順位がつけられる。 
資金需要があるというのは、けっして憂慮すべき状況ではない。現在のように金利が最
低水準にあっても資金需要が乏しく、しかもデフォルトが多発し、不良債権が累積するよ
うな経済状況は異常である。教科書的にいえば、金利が低下し、投資支出が増加するとい
うのは、ある正常な範囲内での金利水準のシフトを前提としている。いわゆる流動性の罠
の状況では財政政策以外に打つ手はないというのがケインズ経済学の教義であるが、累積
国債が重くのしかかるわが国経済はこれ以上財政政策を強化するのは難しく、八方塞がり
の感がある。企業にしろ、家計にしろ、デフォルトを減少させるために、これまで以上の
所得を確保する経済環境を創り出すというのは、かりにそれが成功しても本質的解決策と
はならない。経済主体の異常行動（アノマリー行動、ここでは経済破綻するような投資・
消費計画を選択すること）をコントロールする政策ではないからである。1986-1990 年の
バブル景気とその後のバブル崩壊のカタストロフィックな暗転経済過程は、きわめて重要
な示唆を与えた。経済破綻しない経済主体の合理的行動を正常とすれば、少なくともバブ
ル期の経済環境は経済主体の予想を狂わせ、バブル期以前の投資・消費行動水準から乖離
していった。多くの消費者は増大した所得によって「正常な」消費支出水準を上げ、何ら
かの理由で所得水準が下がったときに、元の消費水準に戻る際にそれ相応の工夫または苦
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痛を伴うような状況を自ら作り出してしまったのである。消費のラチェット効果が働いた
とも考えられる。要するに、バブルほどの極端な変化ではないにしろ、良好な経済環境（か
りに所得増加をこうとらえれば）は、投資・消費水準を決定する諸変数を変えるため、消
費者がデフォルトを根絶するような学習はけっしてしないということである。したがって、
現下の不況ないしは停滞した経済、あるいは言葉を換えて低成長率経済をかつての高度成
長期やバブル期の水準に復元できたとしても、デフォルトの絶対値は減るかもしれないが、
経済破綻リスクの低い経済主体を構築できるとはかぎらない。むしろ、オプティスミティ
ックな将来予測が災いして、ルースな投資・消費計画を選択しやすくなっているかもしれ
ない。それゆえ本稿では、マクロ経済のパフォーマンスを向上させることは、デフォルト
低減のための壮大な対処療法にしかならないと示唆することができる。 
次に、一般に有効と思われている借り手のデフォルト防止政策を検討してみよう。これ
まで消費者のデフォルト防止対策としてさまざまなアイディアが実行されてきたが、概ね
個人信用情報機関の設立とその利用、消費者教育程度である。「貸金業規制法」は貸し手
側の施策である。意外と思われるかもしれないが、消費者側の政策はほとんどない。クレ
ジット企業から「計画的に利用しましょう」とか「使いすぎに注意しましょう」といった
CMコピーがメディアに流されているが、残念ながらたばこの吸いすぎの警告や交通安全、
戸締り注意程度のものでしかない。標語としては完結しているが、効果は期待できない。
それでは未成年者中心の消費者信用教育はどうであろうか。クレジットのしくみや使い方
等は伝授できるかもしれないが、デフォルトの本質や不良債務者に陥らないための知恵を
教えることができるであろうか。いうまでもなく、高額債務者や多重債務者、不良債務者
になるときは極限状態のときである。日常の生活から自然にそれらの状態に移行するわけ
ではない。家計や個人のカタストロフィーがどういう事情によるかは一概に特定できない
が、収入と支出がアンバランスになる要素はどこにでもころがっているのである。それで
は、個人や家計に対して、効果的なデフォルト防止策を提示できるのであろうか。こんな
質問はどうだろう。「社会主義国家では自己破産はあるのか。」社会主義国家でなくても、
北欧のように福祉が充実している国はある程度生活が保証されているために、そう経済的
辛苦を経験しなくてもよいかもしれない。いうまでもなく、件の経済主体が低福祉・低負
担と高福祉・高負担のどこに位置しているかの話である。わが国がどこのポジションにあ
るかを論じるのが本稿の目的ではないが、少なくとも国家が個人・家計の経済的破綻をサ
ポートすることは表面上ない4)。個人・家計の不良債務は近年、頻繁に使われたことば「自
－130－ 
個人債務者の経済分析 ３ 
己責任」によって処理される。換言すれば、わが国ではミクロ経済主体は自己責任の自由
主義経済の掟に従い、国家規模の災禍に発展する可能性がある場合は私企業であっても、
税金投入するという社会主義的処理に移行する異種混合（ハイブリット）経済体制である。
このロジックはベンサム流功利主義の考え方にフィットする。したがって、不良債務や自
己破産が瑣末な問題なため、国家は個人・家計を救済しないというのなら、現在の 20万人
を超える自己破産者、100 万人単位の自己破産予備軍がさらに増大し、数百万人の自己破
産、数千万人の予備軍となったときにはさすがに国も放置できないだろう。アノマリー・
ミクロ経済主体数が無視できないマクロ単位になったのである。この境界線がどのような
ものか想像だにしないが、犯罪と警察官数のように、どのような領域でも国家の管理能力
に関する最適な数値は存在するだろう。では、現在のクレジットに関する災禍は無視でき
る許容量なのであろうか。 
わが国においても、昨今の陰惨な犯罪にみるように、病的な輩が犯罪者になるケースを
契機にして、極端な犯罪防止策を採ることがあるかもしれない。社会的影響が甚大で、被
害者や家族のショックが大きい場合、たとえばアメリカのメーガン法5)のように、一例、一
事件を引き金にすることもありうる。翻って、クレジットの災禍とはどのようなものか。
アメリカにみるフレッシュ・スタート・ポリシーと同様のコンセプトと解釈されるが、自
己破産時の免責もある意味では経済的弱者・家計運営失敗者救済策である。社会の根底を
揺さぶる事件とみなされるものでもない。自己破産に陥っても、弁護士や会社役員になれ
ない、約 7 年間クレジットが使えないなどのペナルティーはあるものの、公告も最小限で
選挙権も奪われない。零細・中小企業のデフォルトについては社会の同情を得ることも多
い。たしかに事件ではあるが、必ずしも悪意に基づくものばかりではない。しかし、この
ことが、消費者信用市場のクォリティー（クレジット債務の完済）を曖昧にしている要因
かもしれない。もし、かかる産業が健全な市場環境の構築を望むならば、許容最低限の水
準までデフォルトを低下させる必要がある。 
さて、貸し手たるクレジット企業のデフォルト対策の評価である。金融サービスは、ひ
と言でいえば融資しても返済可能な被融資者に返済可能な額を融資することである。これ
は販売信用も消費者金融も同じである。返済不能や債務不履行の可能性のあるもの、自己
破産確実なものに融資すべきではない。だが、現実には不完全融資サービスが横行してい
る。こういう例もある。悪徳金融業者は被融資者の返済能力とは別の家族・関係者の弁済
能力を検討し、当該者に融資するかいなかの指標とすることがある。知己の多いもの、資
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産家の家族がないしは単純に連帯保証人になるものがいれば、悪徳金融業者は迷わず融資
する。被融資者が対象ではなく、被融資者の行動半径や交際半径が対象となるのである。
もちろん、被融資者が他の融資会社の顧客になりうる場合はそこに紹介し、手数料を取得
することもある。要するに利益が上げられるのなら、合法ぎりぎりか違法でも融資サービ
スを提供する。合法･違法を問わなければ至れり尽くせりのニッチ商法を展開する。 
近年、貸金業者はデフォルト対策にさほど熱心でないという話もある。企業の側でデフ
ォルトを低下させるということは、リスクのある顧客には貸さない。取り立ての技術を上
げるか、債権管理を厳重にする。これ以外にない。後者は利益獲得に貢献するが、前者は
貢献しない。それゆえ、両者のバランスを考え、トータルで利益や売上の最大化を図る。
しかしながら、債権管理に限界がある場合、ある程度の顧客を確保し、デフォルトを特別
損失として計上し、最終利益を残すという手法もありうる。税引き前利益を圧縮すること
で、税支払いを軽くするのである。いうまでもなく、本来貸金業者がリーズナブルな企業
行動で利益を出すことで発生する法人税他がないということは、社会的厚生の低下につな
がる。当該企業はある程度の被融資者を得ることで、資産（一般に貸借対照表でいうとこ
ろの貸付金）の増大につなげることができ、市場占有率も上げることができる。いうまで
もなく、企業の合理性は企業自体の会計的・経営的合理性に大きく左右される。株主が売
上、利益、配当等の会計情報の何をトップ・プライオリティーに置くか。あるいはそれら
の数値の動きに注視し、将来期待値にかけるのかは定かでないが、彼らがデフォルトの実
数や総額または一人当たりデフォルト額を最重要視するとは考え難い。なぜなら、デフォ
ルトは借り手の問題であり、債権管理能力のような金融会社の「本来の実力」まで評価で
きないからである。企業がここで描いたような株主に対応しようというなら、少なくとも
リスクのきわめて低い顧客に融資する経営手法はとらない。または、低リスク顧客サーチ
にコストをかけすぎることに躊躇するかもしれない。融資企業は株主に「いかに自社の顧
客が他者の顧客よりリスク・レベルが高いか」を実証してみせるより、「経済状況の悪化
により、デフォルトが増加した」といった方が理解を得られやすいだろう。企業行動の要
となる主要変数が株主に評価されるものであるかぎり、顧客リスクは貸出から回収、利益
の獲得までの全過程で決定される。つまり、顧客のクォリティーは会社の入口たる窓口で
は決まっていないのである。これは表現を変えれば、金融会社はつねに一定のデフォルト
予備軍を抱える構造になっていることを意味する。保険のような大数の法則に則ったよう
に受け止めているものがいたとしても仕方のない一面がある。 
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Ⅲ．制度の改善とデフォルトの低減 
 
１．クレジットと法・規制 
 
「消費者基本法」（昭和 43 年）をはじめとして「特定商取引に関する法律」（平成 12
年）、「製造物責任法（PL法）」（平成 6年）、「消費者契約法」（平成 13年）、「割
賦販売法」（昭和 36年）、「貸金業規制法」（昭和 58年）「金融商品の販売等に関する
法律」（平成 12年）等、わが国には消費者保護目的および円滑な商取引を目的とする法律
が整えられている。とりわけ、物的事故に対処する「PL法」と無形のサービス・トラブル
に対応する「消費者契約法」は、消費トラブル解消のための両輪として登場した。上記の
中でもっとも古い「割賦販売法」は、もとはといえば初期のクレジット市場のバランスを
考慮し、業者間のトラブル是正を目的としたものだが、販売条件の提示や書面の交付、契
約など消費者に関連する条文がある。さらに業者に規制を加えることで、間接的に消費者
を保護するものである。 
たとえば、市町村合併の推進を目的とした「市町村の合併の特例に関する法律（合併特
例法）」（昭和 40年）のように、将来の望ましい地方と国の姿についての事前の計画を目
的とする法律もあるが、多くの法律は対処療法としてつくられる。事件やトラブルが起き
てから立法・改正される。中坊公平氏の言葉を借りれば「法律は最低限のモラルにすぎな
い。」どんなに厳格な法･規制を設けてもある種のトラブルについては効果が乏しいかもし
れない。消費者金融およびクレジット関連法規は果たして当該業界にどのように貢献した
のであろうか。 
周知のように、高度成長期が終焉をむかえる 1973年を境にしていわゆる「サラ金問題」
が顕在化するが、これに対処したのが 1983年（昭和 58年）の「貸金業の規制等に関する
法律（貸金業規制法）」と 1976年（昭和 51年）の「訪問販売等に関する法律（訪問販売
法）」、改正「出資の受入れ、預り金及び金利等の取締りに関する法律（出資法）」等で
ある。これにより貸金業者の登録制が行われ、上限金利が下げられるなどの措置が講じら
れ、過剰融資や暴力的な取立てが一応減少した。時代は変わってバブル崩壊後の 1990 年
代、クレジット業界や市場はどのように進化しただろうか。当時、上限金利も 40.004%に
なり、サラ金禍時代のような 109.5%の金利に苦しむことも少なくなった。もちろん上記「貸
金業規制法」や「訪問販売法」も機能し、次々と発生する悪徳商法にも対応するようにな
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った。たとえば、訪問販売と通信販売、連鎖販売取引に対処すべくスタートさせた「訪問
販売法」は、その後 1988年（昭和 63年）の改正にはキャッチ・セールスやアポイントメ
ント・セールスに対応し、クーリングオフ期間も 7日から 8日に延長された。1996年（平
成 8年）の改正には電話勧誘販売を規制した。1999年（平成 11年）改正では、特定継続
的役務提供を規制するとともに、エステティック・サロンや外国語会話教室、学習塾、家
庭教師派遣を対象とした。「訪問販売法」が「特定商取引法」に変わった 2000 年（平成
12年）には業務提供誘引販売取引を規制している。そして 2003年（平成 15年）の改正で
は、特定継続的役務提供にパソコン教室、結婚紹介サービスを扱っている。にもかかわら
ず、悪徳商法は後を絶たないし、クレジット・金融禍は減少しない。犯罪を予見して法・
規制を制定するのが司法の役割ではないかもしれないが、このようなパッチワーク的対策
で対処するならば、論理的には犯罪・トラブルがつねに先行することになる。被害者が出
ないと設置されない信号機のようなものである。 
  
２．法の性格 
 
これは司法の限界であろうか。どのような科学領域でもその分野独自の論理構造と研究
対象がある。経済学なら、ワルラス以来の伝統が骨格にあり、最適化や数量化・変数化が
基本になる。天災地変や政治的変革は直接の分析対象とならない。マーケティングはつね
に最新の商取引とアイディアを語るが基本的には経験科学である。総じて社会科学では、
トーマス・クーンのパラダイム論が妥当する世界が底流に流れていることを全面否定でき
るものは少ないだろう。ひと言でいえば、研究には流行がある。ブームといってもよい。
もちろん、これは社会科学だけではない。むしろ理系の領域にその傾向が強いかもしれな
い。医学を想起すればわかるように、基本的に疾病を治癒させることを医学の目的とすれ
ば、研究は必然的にそれぞれの疾病についての最先端の方向になる。予算の配分もそれに
準拠するだろう。ナノテクノロジーやバイオ・テクノロジー、コンピュータ・サイエンス、
環境工学等いずれもある枠組みのなかに囲い込めるまとまりがある。これに反して、哲学
や宗教学、考古学、文学などは解釈と発見の科学である。もちろん研究についてのグルー
ピングは可能だが、経験科学とは一概にいえない要素もある。法律は社会事象と規範の科
学である。多くの場合、規範は社会事象に反映する。まさしく法律はモラルであり、規範
として存在する。かくして、規範のそぐわないケースも出てくる。圧政によって微塵も揺
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るがない規範をつくっても、人間の生存欲求という最低限あるいは極限のインセンティブ
によって破壊されることもある。良くも悪くも法律は経済社会･市民社会に通った一本の基
準線に過ぎない6)。 
モラル･規範としてクレジット・消費者金融関連法規をみた場合、われわれはそれがほと
んどクレジット業者に向けられていることに気づく。「道路交通法」や「著作権法」、「電
波法」などにみる一般消費者対象の管理意識は乏しい。たとえば、被融資者がデフォルト
を起こした場合、彼は市場取引相手のクレジット業者に経済的損害をもたらし、クレジッ
ト会社もデフォルトの蓄積による特別損失を計上することで、社会に当該被融資者の経済
的失敗のコストを負担させることになる。なぜ、この消費者には罪がないのであろうか。
もちろん、これは個人に限らない。企業も同じである。「ない袖は振れない」のは世の道
理ではあるが、法規範はこれを限界線、すなわち故意と過失のような論理を持ち込んで有
罪と無罪に区分けしないのであろうか。企業行動の誘引を利益動機、個人・家計行動（消
費者行動）の基本誘引を生存欲求とすれば、利益動機に基づく経済主体の方がときとして
非合理的行動をとる傾向があると、司法およびクレジット管轄行政省庁はとらえているの
かもしれない。クレジット企業の非合理的行動は消費者の被害になるが、消費者のアノマ
リーな行動は企業への損害になる、という対称概念は今のところ存在しない。消費者はつ
ねに弱者扱いである。このような固定観念はどうして起こったのであろうか。 
近年、わが国でも法律と経済学の学際研究が盛んであるという7)。「民法」の「商法」や
「財産法」、「税法」、「独占禁止法」などは研究対象がほとんど経済学と同一といって
もよい。しかしながら、経済主体に対する法律と経済学の扱い方は基本的に異なるため、
なかなか相いれない場合が多いという。一例をあげると、法は個々の紛争を解決するため
の規範であるから、経済学が伝統的に前提としている社会的厚生を極大化するような経済
主体の効率的行動や、自由競争のもとで達成される資源配分の結果を公平とみなすような、
結果の平等性で検証する経済理論と政策の妥当性を問うような手法とは整合しないという
主張である。むろん、立法論からいえば、法も社会的平等を前提にしているが、競争によ
る資源配分プロセスを介在させることをしない。極端なことをいえば、経済学では所得格
差と最適課税を、数量的な厚生の平等性に照らして政策目標や中間目標とするが、法律に
そのような分析手法で検定するすべはない。法律でいう平等・公正とは、訴訟当事者間双
方が納得できる結論を見出すことと、過去の裁決例（判例）に照らして矛盾のない判決を
下すことである。経済学関係者からみて奇異に映るのは、裁判における判例の過度な重視
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または尊重である。もちろん、判例の乏しい裁判では両極端に振れないこともないわけで
はない。最近のケースでは、中村修二氏の青色発光ダイオード発明の経済的評価の裁判が
あげられよう。一審では、同氏の貢献分を 600 億円と認定したが、高裁では、1/100 の 6
億円になり、和解した。あまりの極端な判決の差にマスメディアのみならず、一般サラリ
ーマンの関心も大きかった。同様なリスク環境にある企業の中には即座に対応したところ
もあった。本件をここで論じているような経済学的裁定を下すとしたら、1:100 のような
ブレ方をするであろうか。かなり難しい検証になるであろうが、この場合、「判例」に似
た重要変数を機軸にして論理展開するようなことはしないであろう。むしろ、この件では
中村氏自身が示唆していたように、「裁判官は自身が提供した科学的資料を読んでいない。
ないしは理解していない。理解しようとしなかった」かもしれない。近年の医療過誤裁判
でも問題になっていることだが、先端かつ高度な技術領域の紛争では、司法界そのものに
担当しうるエリアが相対的に狭まっているかもしれない。つまり、高度に専門分化した領
域の紛争については、司法界では筋が通った判決でも、一般社会や技術系分野では受け入
れられない結果が出る可能性が出てきたのである。青色発光ダイオード訴訟はこの典型例
かもしれない。従来、純粋学問的見地から学際的研究が叫ばれてきたが、そうした要請は
どうやら各専門分野の方法論の違いによる境界によって生起するトラブルなどによっても
起こることがわかってきた。以下に、クレジットにおけるデフォルトが、類似した非学際
的ポケットともいうべきわれわれクレジット関係者の不作為が原因であることを論じよう。 
前述したように、デフォルト当事者個人も企業も法的に犯罪者ではない。債務超過のダ
イエーが取引先銀行に巨額の債権放棄を求めるニュースを見たものは多いだろう。経済
的・経営的失敗は会計処理を経た後､監督・管理責任者の地位にあるものが､道義的責任8)を
取ることが多い。株式会社の構成形態からいえば当然のことであるが、法的に裁可を下さ
れての辞任・解任ではない。つまり、法的責任はとっていない。もちろん、背任のように
法的責任が明確に特定できる場合もあるだろうが、概して経済的過失が特定できないまま、
道義的に責任を取らせられる。これに反して、個人はデフォルトに至るまでの因果関係が
特定しやすい。犯罪になるようなしくみであれば調査は難しくなるであろうが、現在でも
カウンセリングから自己破産に至るまでのいくつかの段階で調査可能である。ここで放蕩
やギャンブルによるデフォルトを法的に裁けるのかという素朴な疑問が湧く。新たな法律
と経済の対話が必要なテーマである。 
司法関係者が、ある種の社会規範をもうけるために立法をア・プリオリにつくるという
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ことはありうる。刑法のかなりの部分はモラルに基づくと言ってよいだろうし、ア・ポス
テリオリな立法も社会的秩序を維持するために設けられる。前述したように、法的平等・
公正と経済的平等・公正は異なるため、両者に橋渡しする必要がある。一つの方法は、個
人や企業の社会に対する非効率化を規制・課税対象にすることである。たとえば、われわ
れは環境税を積極的に考え、「自動車リサイクル法」を稼動させる社会的厚生保護ないし
は増大策を導入した。環境という大枠では汚染の連鎖がわかっているものの、個人や企業
の個々の責任についての因果関係が確定できないものを立法化した。しかし、デフォルト
という個人の経済的失敗が当事者以外の経済主体に負の影響を及ぼすにも関わらず、その
因果関係は絶たれるのが常である9)。環境破壊という「誰がどれくらい」を計測できないよ
うなものには課税するが、個人の経済的失敗は連鎖を絶ってしまう。故意によらないとみ
なすからだろうか。しかし、それでは病的な放蕩・浪費、ギャンブル癖まで過失とみなし
てしまうのであろうか。このような経済行為の因果関係の波及・影響経路の特定に関する
ウェイトの違いの考え方として過失相殺がある。債権側に責任の一端がある場合、債務者
の責任が否定される。また、因果関係の特定の難しい場合は、法的措置の対象としないと
いう法的整合性の問題が考えられる。これについては、クレジットで好例がある。抗弁権
の接続10)は、クレジットで購入した商品に瑕疵があった場合、それまではクレジット購入
者とクレジット販売店との関係として、三者関契約におけるクレジット会社は依然として
購入者に対してクレジット債権があったものを否定できるようにしたものである。つまり、
購入商品に瑕疵があった場合、支払いの義務がない。購入者からすれば、商品に問題があ
るのだから、現金購入のように当然返品や交換ができると思うが、この抗弁権の接続を制
定するまではできなかったのである。こうしたきわめて常識的な問題でさえ、法・規制の
領域では制度化されないと現実のものとならない。因果関係の特定と法的整合性は何にも
優先する。 
経済的合理性とこの法的合理性を対比して考えると、その基底にある価値基準の違いが
見えてくる。経済的合理性は経済学的思考方法が、変数化・数量化を前提としているため、
これを超える枠組みは価値判断の問題になるので、数量的情報で処理できる範囲内の分析
や政策案が最優先される。これに反して、法的合理性は法的整合性が優先されるため、経
済学のような数量的情報によって法律的整合性を取ることは難しい。一例として、一議員
に対する選挙者の格差（投票格差）がある。選挙だけではない。よく指摘されるものに高
校野球全国大会の出場枠のアンバランス問題がある。2004年の第 86回全国高校野球大会
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（夏の甲子園）では、神奈川県が 195 チーム出場したが、鳥取県は 27 チームである。し
かし、出場枠は両県とも 1 校である11)。実に 7.2 倍の格差である。ちなみに、アメリカで
は甲子園大会に匹敵する大会はない。ハイスクール数の州間格差はもちろんのこと、高校
の規模、すなわち高校生数や野球部員数でも公平・平等でないと試合自体がアンフェアー
と解釈するからである。体重別柔道も同じ考え方に基づく。無差別の格闘技対決は公平で
ない。高校野球や柔道でわが国の数量的データと規則の非相関関係を結論づけようとは思
わないが、問題解決やルール制定時に数量データが軽視されることもないとはいえない。
もちろん、積極的にデータを組み入れることもある。上述の環境税などはその典型例であ
ろう。しかし、誤解を恐れずにいえば、一般に法的整合性は経済的数量データによる合理
性よりもプライオリティーが高い。換言すれば、法学＞経済学である。かりにそうだとし
たら、経済的合理性は法的合理性を確立するための基礎データとならなければならないが、
果たしてそのような論理構成は可能であろうか。 
 
３．クレジット禍対策 
 
さて、ここでわが国固有の特徴かもしれない数量データと立法との関係を考慮して、ク
レジット禍対策を考えてみよう。まず、20万件にも上る自己破産は社会的な負の移転支払
いである。もちろん制度化された移転支払いではない。制度外の出来事なので、事件とい
ってもよい。最終的には自己破産外の国民にツケとして回ってくる。これを一つの因果関
係とみなせば、次のように関係を表すことができる。 
 
(1) ルート：１ 
多重・不良債務者 → 自己破産者 → クレジット会社の減収 → 法人税低下 → 
国税減少(機会費用の発生) → 国民への行政サービスの低下 
 
(2) ルート：２ 
多重・不良債務者 → 自己破産者 → クレジット会社のデフォルト対策コスト増 
→ 法人税の低下 → 国税減少(機会費用の発生) → 国民への行政サービスの低下 
(3) ルート：３ 
多重・不良債務者 → 自己破産者 → デフォルト・リスク回避ため、クレジット会
社の顧客減少 → 法人税低下 → 国税減少(機会費用の発生) → 国民への行政サ
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ービスの低下 
 
(4) ルート：４ 
多重・不良債務者 → 自己破産者 → デフォルト・リスク回避ため貸出減少 → 中
小・零細企業等の経営破たん増加 → 法人税低下 → 国税減少(機会費用の発生) → 
国民への行政サービスの低下 
 
簡単な図式であるが、要するに自己破産のようなデフォルトが発生しなければ、機会費
用は発生しない。デフォルト・ゼロの理想経済では、クレジット会社は個人信用情報機関
に費やすこともないし、ICカードにする必要もないかもしれない。これは昨今の偽札出現
による経済的損失と同じ理屈である12)。 
現在では、このような因果関係による経済的損失の算出も可能であろうが、現実にはま
だ効果的なデフォルト対策のための法整備は行われていない。というより、法整備でクレ
ジット禍が解決できるかどうかの問題もある。たとえば、多重債務者・不良債務者または
それらの予備軍に公的機関がクレジット融資してよいかどうかの判定を義務づけることも
ありうる。自己破産の事前防止計画である。あるいは、すべてのクレジット利用者の債務
状況をデータ・バンクに集め、予備軍化している顧客にランクをつけ、クレジット業者に
顧客として扱わないように義務づける。その際、彼らの資産情報があればなおよい。これ
らはプライヴァシーやシステムの問題のため、実現は難しいかもしれないが、しくみは簡
単である。それよりも、現在あるシステムを利用するなら、昭和 62 年から稼動している
CRIN（Credit Information Network：三個人信用情報機関の異同情報交流）のホワイト
情報およびグレー情報の把握が効果的かもしれない。 
実のところ、プライヴァシーや顧客情報流出などの問題がクリアすれば、不良債務者や
自己破産防止の手だてはある。さらに悪徳業者を摘発する能力があれば、貸す側と借りる
側の両面から策を講じることができ、不良債務・自己破産を低減できるであろう。しかし
ながら、現在の状況は残念ながらそのような方向には向かっていない。最近、マスメディ
アでも取り上げられているが、銀行のキャッシュ・カードに関する犯罪でも同様のことが
いえ、法・規制と企業の対応が後手に回っている。参考までに、表Ⅲ－１にはキャッシュ・
カードとクレジット（カード）についてのトラブルとその対応をまとめている。（クレジ
ットの場合、資産や預金残高以上の負債をもつことがあり、トラブルの範囲が広いので、
クレジットのトラブルとカードのトラブルを合わせている13)。） 
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表Ⅲ－１：キャッシュ・カードとクレジット（カード）のトラブル比較 
 キャッシュ・カード クレジット（カード） 
??
??
 
盗難、スキミング、キャッシュ引き
落とし 
多重債務、不良債務、自己破産、カ
ード偽造、名義貸し、盗難、違法金
利 
???
?
?
?
?
 
カードの ID 認証（本人以外使えな
いシステム）。あるいは本人以外が
犯罪で使っても最低限の引き出し
しかできないシステム。 
 
上記のすべてだが、最優先すべきは
不良債務である。これがなければ、
利用コストは最小になる。 
??
?
?
?
?
?
?
?
 
キャッシュ・カード規約：暗証番号
の不正利用について金融機関に責
任がある場合は賠償する。 
 
 
 
保険、「貸金業規制法」、「特定商
取引法」、「消費者契約法」「割賦
販売法」他 
???????
 
金融機関の暗証番号改変システム、
ICカード化、静脈認証システム他 
 
 
 
 
ICカード化、CRIN他 
 
 
Ⅳ．ITによる補完策 
 
１．ICカードの進化 
 
前節では、けっして十分とはいえない法・規制のため、クレジット関連トラブルは減少
しないと論じた。それではどのような施策によってデフォルトを減少させられるであろう
か。周知のように、クレジットは基本的に無担保融資が原則であり、貸し手側からみれば、
債務者が支払い不能に陥ったときのバックアップの役割を果たす担保がないので、事前の
信用調査と債務管理を徹底しなければならない。この二つの要素を顧客管理業務とすると、
ほとんどのクレジット企業は ITプラスこれまでの経営管理ノウハウによって損失（デフォ
ルト）の最小化をはからねばならない。それゆえ、ITはクレジット業務に必要不可欠のツ
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ールである。クレジットの ITツールは概して、クレジットや金融のサブ的な役割を果たし
てきたが、今やメイン・ツールとしての機能も持ち始めている。たとえば、ICカードは有
望なツールである。 
ICカードは、1970年代後半にフランスで発明されたが、わが国で使われ始めたのはここ
数年のことである14)。現在、金融領域におけるICカードは、決済分野ではクレジット、電
子マネー、銀行デビット、プリペイドなどがある。さらにIDとしては、ゲート管理やアク
セス・セキュリティー、Web、デジタル放送、バイオメトリクス（身体認証または生体認
証）などがある。ロイヤルティー・プログラムではマイレージ、ポイント、企業内キャッ
シュレス、さらに娯楽分野では車両情報やアミューズメント、公共目的では医療や教育と
実に幅広く、しかも決済とポイント・サービス、決済と娯楽、決済とIDとオーバーラップ
している箇所が多い15)。本節での論点としては、認証カードとしての機能をクローズ・ア
ップしたい16)。おそらくは、日々進化するICカードにより、早晩カード犯罪は減少するか
もしれない。現在でもコストの問題がクリアされれば、富士通が開発し、東京三菱銀行が
導入したバイオメトリクス応用（手のひら静脈認証）のスーパーICカード「東京三菱-VISA」
は犯罪防止の最新鋭ツールである。従来の暗証番号によるID確認にかわって、手のひらの
静脈のパターンをICカードの中に登録し、ATM利用ごとに確認するものである。ICチップ
内に手のひら情報を記憶しておくので、銀行からその情報が流失することもない。年会費
10500 円（税込み）というのが普及のネックであろうが、キャッシュ・カード機能とクレ
ジット・カード機能、電子マネー・カード機能を併せもっている17)。しかしながら、これ
らはあくまで、セキュリティー機能や決済機能の向上であって、クレジット固有のデフォ
ルト逓減策とはならない。 
デフォルト低下に必要なハード・デバイス機能は経済的破綻を起こさない個人貸借対照
表型計算機能（以下、パーソナル BS機能（Personal Balance -Sheet Function:PBSF））
である。上記の ICカードをデバイスとした場合、従来の磁気ストライプ・カードの数百倍
もの記憶容量があるために、これを資産記録カードとして使うことは少なくとも技術的に
は可能であろう。これを以下のように利用する。クレジット・カード型のクレジット利用
（カード・ローンやキャッシング、ショッピング・クレジット）するものは、当然のこと
ながらカードを所持している。そしてクレジット会社（金融機関を含む）は多くの場合、
CIC などの個人信用情報機関に利用者の信用照会を依頼する。前述したようにこのシステ
ムは CRINとなってクレジット市場退出者の情報交換・提供に活用されているが、グレー
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顧客の情報活用が不十分なため、多重・不良債務者対策にはさほど役立たなかった。この
システムはいわば個人信用確認の外部化である。すなわち、異動情報を 4 箇所にプールす
ることで、情報の共同利用を試みたものであったが、いうまでもなく、これは業者に利す
るシステムである。業者からみれば、顧客として扱ってはいけないものの情報が得られる
のであるから、それなりに利用価値はあったに違いない。しかしⅡ節で示唆したように、
保険事故数のように、一定確率のごとくデフォルト損失を内部処理（特別損失）とする傾
向が定着すると、ある種の低位定常状態 ――― つねに一定数のクレジット不良債務者
が存在し、改善しない状態 ――― ができてしまう。交通事故のようにゼロになるはず
がないと受け入れてしまうかもしれない。しかし、これは個人信用確認の外部化の限界を
われわれがみているだけである。だが、クレジット情報の内部化により、デフォルトは確
実に減少する。 
 
２．クレジット・ヒストリーのオフライン利用 
 
もっとも簡単なのは、IC型クレジット・カードにわれわれのクレジット・ヒストリ （ー利
用歴）を記憶させることである。クレジット会社一社の期間平均利用率や最高利用額の計
算・表示はもちろんのこと、IC カードは他社に登録している利用者の ID情報も入れられ
るので、全クレジット利用額情報も算出・入力できる。さらに、もっとも重要な情報は完
済情報である。いわばクレジット・ヒストリー記録カードである。これをランクづけして
もよい。ヘビー・ユーザー、ライト・ユーザー・ランクやフリケンシー（利用頻度）ラン
クなども考えられる。これにより、クレジット会社は ICカード内の個人クレジット・ヒス
トリー情報データのチェックが可能になり、これまでとは異なった次元の顧客リスク情報
を入手できる。そして、完全なかたちのノン・デフォルト・クレジット・デバイスは、資
産情報と対比させたカード（先出の PBSF）であろう。もちろん、これらのカードは従来
のようにクレジット・カード型のクレジット利用だけに限らない、書面契約型のクレジッ
ト（個品割賦等）にも活用される。 
キャッシュ・カードに比べれば、クレジット・カードはICカードの導入が早かった。こ
れは一部では、キャッシュ・カード犯罪の最高裁判例が出ていて、銀行は責任を負う必要
がなかったからだともいわれている。あるいは約款でカード管理はホルダー（顧客）が行
うとなっているからだともいえる。もちろん、ATMのコストもあるだろう18)。総じて、カ
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ード犯罪はクレジットの専売特許といった偏見があったのかもしれない。融資が前提のク
レジットは原則的に残高以下（総合口座を除く）のキャッシュ・カードと性質を異にする。
キャッシュ・カードは銀行のサービスに近いものであるといった認識が強いのかもしれな
い。その意味では、クレジットはビジネス・ツールである。その最重要ツールたるクレジ
ット・カードが不完全ではビジネスに悪影響があると考えるのも自然である。奇しくも、
キャッシャ・カード犯罪の増大により、上記のような東京三菱銀行やみずほグループの提
供するICカードが、急速に普及する可能性が出てきた。ICカードがカードのスタンダード
になると、カードの機能も多様化するであろう。とりわけ、キャッシュ・カードとクレジ
ット・カードが合体することにより、個人資産・債務残高情報が一枚のカードに蓄積する
こともできる。これは個人ALM（Personal Asset Liability Management）のプロトタイ
プである。 
 
 
Ⅴ．むすびにかえて ――― 真のカウンセリングとは 
 
利用者個人の自己管理問題は、IT 活用により簡便になる。IC カードによる PBSF で、
早晩クレジットによるトラブルや破産は激減するだろう。問題は法・規制が追いつくかど
うかである。経営破たんや倒産・破産は結果として手形の不渡りや自己破産というかたち
をとるので金融の問題と思われがちだが、内実は企業経営や家計運営の失敗、経済環境の
悪化が原因である。したがって、免責などの金融的支援の前にやるべきことはある。 
自己破産には放蕩やギャンブル、失業などさまざまな要因がある。これらをしかるべき
機関が管理するというのは難しい。たとえば、財団法人日本クレジットカウンセリング協
会はホームページで「多重債務者の生活再建と救済を図るためのカウンセリング事業19)」
を謳っている。いうまでもなく、これは一連の破産プロセス中のかなり後半のシーンであ
る。これをもう少し前のシーンに移行できないだろうか。つまり、ブラック・ユーザーで
はなく、グレー・ユーザーの段階でカウンセリング対象にならないだろうか。予防医学な
らぬ破産予防の考え方である。よくマスメディアで「自己破産予備軍が 100万とも 200万
人とも…」のような解説があるが、要するにこれはグレー・ユーザー実数を把握できてい
ない証左であるが、この実数を掌握するのである。クレジットの基本的枠組みはそのまま
堅持するとして、クレジット・ユーザーにある基準を超えたらカウンセリングを義務づけ、
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多重・不良債務者予備軍にならないようにカウンセリングする。こうしたカウセリング歴
も融資条件にするかどうかは一考を要するが、何れにしろ、ユーザーがある程度、クレジ
ット業界のプライヴァシー基準（ユーザーにこれまで以上の情報提供を求める）を認める
ことと、業界全体のモラルの向上が不可欠である。低金利ゆえに貸せば貸すほど利益が出
るからといって、多少のデフォルトもやむを得ないというのでは、いつになっても、クレ
ジット業界のイメージはこれまでのままである。 
 
 
注： 
 
(1) 最高裁のデータをもとにした報道によれば、平成 15年度の自己破産申し立ては 242,377件となって
いる。（http://www4.ocn.ne.jp/~ics/yahoonews2.htm） 
(2) 自己破産の定量分析については以下の文献が詳しい。坂野友昭・樋口大輔「消費者金融顧客の自己破
産：その特徴と原因」 早稲田大学消費者金融サービス研究所 ワーキング・ペーパー 
（http://www.waseda.jp/prj-ircfs/pdf/ircfs04-002.pdf） 
(3) 単純に、バブル経済と呼ばれた 1986-1990年の期間とその後のバブル経済崩壊後の期間とでは多重・
不良債務者や自己破産者数がかなり異なる。 
(4) ただ、金融機関や大手流通企業、特殊な成り立ちの企業、たとえば住宅金融専門会社などは縦横無尽
の拡大解釈で、国家が保護や後始末に回ることがある。本節の文脈でいえば、都合が悪くなると日本
は社会主義国家の振る舞いをする。1995 年の住宅金融専門会社破綻のときは、国民の税金 6850 億
円が投入された。最近では、1997年の山一証券の自主廃業（負債総額 3兆円）に伴う日銀融資が結
果的に税金投入となっている。以下は新聞記事である。 
「97年に経営破綻（はたん）した山一証券に対する日本銀行の特別融資（日銀特融）につ いて、政
府・日銀は 28日、回収不能となった 1111億円の 5%程度にあたる 56億円以上を政府が日銀に補填
（ほてん）する方向で調整に入った。日銀の 05年 3月期決算で、法定準備金などの内部留保を上積
みし、日銀が国に納める国庫納付金を減らす形で補填する。損失処理に伴う国民の負担額は変わらな
いが、日銀の財務の健全性に配慮する。」（『朝日新聞』（2005年 1月 29日）） 
(5) 1994年のアメリカの女児への犯罪を契機につくられた被害者の名にちなんだ法律名である。1996年
制定。 
(6) 「法律は決して精緻であってはならない」と説いたモンテスキューにならえば、ある幅をもったモラ
ル・規範の整合体が法律である。なお、原訳文は以下の通りである。「法の文体は手短かでなければ
ならぬ。十二表法の法は手短かの模範である。子供たちもこれを暗記していた。ユスチニアヌス帝の
新勅令は非常にとりとめがないので、要約しなければならなかった。法の文体は平易でなければなら
ぬ。直接的な表現はつねにまがりくねった表現より理解しやすい。…法の文体が誇張されている時、
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人々は法を衒気の創作物としかみなさない。」モンテスキュー著 根岸国考訳『法の精神』河出書房
新社 1974,p.463. 
(7) 本節の趣旨は概ね以下の論説に沿っている。常木 淳「法と経済学：交流深め議論明確化」『日本経
済新聞』（2005年 1月 24日） 
(8) ただし、ダイエーの中内功氏のケースのように道義的責任から私財を債務返済に充てるべく売却する
こともある。これは道義的・経済的責任を負ったのである。 
(9) ただ脱税は別である。しかし、これも脱税は故意による悪質な犯罪とみなされるからであって、税に
関する法律は経済系の法律ではかなり厳しく適用される。つい最近出された判決でも司法の厳しい姿
勢が現れたものがあった。以下は新聞記事である。 
「ストックオプション利益「給与所得」最高裁判断 課税は適法：ストックオプション（自社株購入
権）で得た利益について、『一時所得』に比べて税率が約 2倍になる『給与所得』と見なされて追徴
課税されたのは違法として、外資系企業の日本法人元社長が税務署側に課税処分の取り消しを求めた
訴訟の上告審判決が 25日、最高裁第三小法廷であった。藤田宙靖裁判長は、『利益は給与所得』と
いう最高裁としての初判断を示し、課税を適法とした二審・東京高裁判決を支持、原告の請求を棄却
した。税務署側の勝訴が確定した。ストックオプションを巡る訴訟は 100 件余りが係争中。利益に
ついて、労働の対価である給与所得と見なすべきなのか、偶然得た所得という意味合いが強い一時所
得と見なすべきなのかについて、司法判断が分かれていたが、藤田裁判長は『ストックオプション制
度は、役員などへの精勤の動機付けとして設けられ、その利益は職務遂行の対価として給付されてい
るので給与所得』と指摘した。今後、司法判断は給与所得に統一される。訴えていたのは、米半導体
製造大手『アプライドマテリアルズ』日本法人の八幡恵介・元社長（70）。1996～98年の間、米国
の親会社から与えられたストックオプションを行使して得た約 3億 6000万円の利益を、一時所得と
して申告したが、給与所得と見なされて所得税約 8000万円を追徴課税された。」（『読売新聞』2005
年 1月 26日） 
(10) 「割賦販売法」では、昭和 59年改正にあたり、割賦購入の斡旋を利用した購入者は一定の要件のも
とに信販会社に対して、販売店との販売契約上の事由もって割賦金の支払を拒絶できることとした
（同法 30 条の 4、30 条の 5。）さらに平成 11 年改正ではローン提携販売においても、同様の取扱
いをすることとした。（同法 29条の 4第項、第 3項）  
(11) http://www2.asahi.com/koshien2004/index.html 
(12) 2005年 01月 23日（日）偽 1万円札、対策などで経済的損失 1兆円超にも：第一生命経済研究所は、
偽 1 万円札などが急増していることで、日本企業の業績が最大 1 兆円超落ち込む可能性があるとの
試算結果をまとめた。偽造紙幣がはんらんすれば、小売業や飲食店などが偽造紙幣を識別するための
機械の導入などの対策を迫られ、対策費用が 1 兆 631 億円に上る可能性があるという。この結果、
今後 1年間に費用負担が発生したと仮定すると、全産業の経常利益を 0.27ポイント押し下げるとし
ている。偽造紙幣がさらに増えた場合、「日本政府が発行する紙幣への信認が低下するため、商品を
購入したり、円を売って外貨を買う需要が増えるため、急激にインフレを招く恐れがある」と警告し
ている。  
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http://news.goo.ne.jp/news/yomiuri/keizai/20050123/20050123i112-yol.html 
(13) フジテレビの「情報ライブ EZ！TV」（2005 年 1 月 16 日放送）で、著名評論家小沢遼子氏が組織
犯によるキャッシュ・カード盗難で数百万円の被害にあったとのリポートがあった。カード犯罪につ
いては、キャッシュ・カードとクレジット・カードも類似しているので、同様の対策で対処できる場
合もあるだろう。 
(14) IC カードシステム利用促進協議会 森山明子「知っておきたい IC カードの知識」p.50
（http://www.jicsap.com/） 
(15) ibid.,p.51. 
(16) 2001年 4月施行の「電子署名法」により、公開鍵暗号によるデジタル署名が法的効力を持つように
なり、電子印鑑が認められた。ibid.,p.51. 
(17) 東京三菱銀行は 2004年 10月から同カードを稼動させている。 
（http://www.btm.co.jp/tsukau/card/visa/index.htm）また、みずほグループも同デバイスに積極的
である。以下は新聞記事である。 
「みずほ・イオン、カード事業で包括提携へ：みずほフィナンシャルグループとイオングループはク
レジットカード事業で包括提携する方針を固めた。イオンクレジットサービス（東証１部上場）がク
レジットやキャッシングの顧客ごとの限度額設定や料金請求、決済などの管理業務をみずほグループ
のユーシー（UC）カードに移管。イオンクレジットはみずほ銀行のキャッシュカードと一体化した
クレジットカードも発行する。イオン側が移管するカード会員の管理業務は「プロセシング業務」と
呼ばれる。同業務に必要なシステム投資は 500 億円規模といわれ、更新も必要となるために負担が
大きく、米のカード業界は同業務が大きく 3陣営に集約されている。国内ではカード各社ごとに乱立
し、経営を圧迫する要因となってきた。カード会社のシステム更新が今年から始まるため、UCは他
のカード会社から同業務を受託し、ゆるやかなグループ形成へと乗り出す。流通系クレジットカード
最大手のクレディセゾンからの業務移管がすでに決まっているほか、信販大手のオリエントコーポレ
ーション（オリコ）からも移管を受ける方向だ。イオンとの提携で同グループのカード取扱高のシェ
アは約 2割と国内最大規模となる。UCカードとイオンクレジットは顧客の信用情報をやり取りする
ことになるため、資本提携もする方向で最終調整に入った。みずほが保有する UC株の一部をイオン
グループが引き受け、みずほもイオン側への出資を増やすことを検討している。人材交流も進める。
みずほ銀行が展開するポイントサービス「みずほマイレージクラブ」のキャッシュ・クレジット一体
型のカードをイオンが発行する。イオンはスーパーの顧客に加え、2600 万の個人口座を抱えるみず
ほの幅広い顧客基盤に働きかける。  
みずほは UCをプロセシング業務に特化し、業務を請け負う提携先のカード会社からの出資を受け
入れる。すでにクレディセゾンから最大３割の出資受け入れが固まっている。イオンクレジットなど
の提携カード会社からの出資が決まれば、それに伴い、みずほは UCの出資比率を段階的に引き下げ
ていく。今回の提携で銀行系、流通系、信販系の融合が進むことから、カード業界は系列の垣根を超
えた合従連衡の動きに発展しそうだ。」（『朝日新聞』2005,1,7）；「指の静脈で確認…みずほ、郵
貯が偽造カード対策で提携：偽造キャッシュカードによる被害を防ぐため、みずほフィナンシャルグ
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ループと日本郵政公社（郵便貯金）が、指の静脈で本人確認する生体認証機能付きキャッシュカード
の共同開発を検討していることが 29 日、明らかになった。2005 年度中の発行を目指す。生体認証
カードを共通化する提携には、三井住友銀行も加わる方向だ。全国に合わせて 4万台近い ATM（現
金自動預け払い機）を設置している郵貯、みずほ、三井住友が導入することで、偽造対策の切り札と
される生体認証キャッシュカードの普及が加速しそうだ。みずほなどが導入を検討している生体認証
機能付きのキャッシュカードは、他人同士ではほとんど一致しない指の静脈形状の情報を、あらかじ
めキャッシュカードの集積回路（IC）に記憶させる。ATM に付けた読み取り装置に指をかざすと、
事前に登録した静脈の情報と照合してカードの名義人かどうかを確認する仕組みだ。暗証番号を打ち
込む手順も残し、二重にチェックする。どの指でも技術的には認証できるが、預金者がどの指を登録
したか忘れるトラブルを防ぐため、人さし指での登録を原則とする方向だ。生体認証は、東京三菱銀
行がすでに、手のひらの静脈で本人確認するキャッシュカードを実用化している。2005 年 10 月に
経営統合する UFJ銀行も採用する方向のほか、手のひら認証は、地方銀行のスルガ銀行なども導入
している。みずほなどが開発するのは、東京三菱などと違って指を使う別方式の認証システムだが、
4 大メガバンクと郵貯がそろって生体認証を導入することになる。みずほ・郵貯・三井住友連合は、
各銀行が独自に開発するとコストがかさむうえに、互換性がなくなって利用者の利便性が低下しかね
ないとして共同開発を目指すことにした。東京三菱は手のひら認証：みずほと郵政公社が開発を目指
す指の静脈による生体認証カードは、東京三菱などの手のひら認証とは互換性がなく、採用する銀行
や ATMが多い方が、業界標準を握りそうだ。郵貯は全国に約 2万 6000台、みずほは約 65000台、
さらに三井住友も約 7000台の ATMを持ち、みずほ・郵貯・三井住友が連合すれば圧倒的な全国 ATM
網となる。さらに、他の大手行や地方銀行にも「指」による認証方式の採用を働きかけ、事実上の業
界標準とすることを目指す。一方、東京三菱銀は昨年 10月から、手のひら認証のキャッシュカード
発行を開始した。カードの盗難・偽造による預金の被害補償額を最高 1 億円に設定し、年会費 1 万
500円とした。4月 1日からはこれとは別に、補償額を最高 500万円に下げる代わりに、会費無料の
カードも発行する。生体認証カードは、「指」と「手のひら」の２陣営に分かれ、会費など顧客サー
ビス面も含めた競争が激化しそうだ。」（『読売新聞』 2005年 1月 29日） 
(18) ATM 交換コストなどにより、現在では銀行間で IC カード導入に差異が出るようである。以下は新
聞のアンケート結果である。 
偽造困難 ICカード化、95%の銀行メド立たず：偽造キャッシュカードによる預金引き出しの被害が
急増している問題を巡り、全国の主要銀行 124行のうち、95%を占める 118行で、偽造が困難な「IC
（集積回路）カード」を導入するメドが立っていないことが読売新聞のアンケート調査で分かった。
「深夜に ATM（現金自動預け払い機）で多額の預金を引き出す『異常取引』を感知するシステムに
ついても、『導入済み』『導入を前提に検討中』としたのは 14%（17行）で、被害防止に向けた業
界の取り組みの遅れが浮き彫りになった。調査は、全国銀行協会が先月、キャッシュカードを磁気テ
ープ式から IC式に切り替えるなどの対策を公表したのを受け、個人向けカードを発行する 127の加
盟行を対象に 1 月末に実施。具体策を『公表できない』とした３行を除く 124 行が回答した。この
うち IC化を『検討中』と答えながら、実施時期が決まっていないとした銀行は 109行。ATMの変
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更に 1行数億～数十億円の費用がかかるためで、ある銀行の担当者は『銀行間の体力差で IC化にば
らつきが出ると、利便性が低くなるため単独では決められない』と答えた。IC 化が『未定』『予定
なし』と答えた 9行のうち、複数の銀行は『コストを考えると慎重にならざるをえない』との理由を
挙げた。すでに ICカードを発行している大手銀行 2行のうち、UFJは 1枚 2100円の手数料を、東
京三菱はクレジット機能付きのカードとして年 1 万 500 円の会費を求めていたため、被害が急増し
た昨年後半までは、従来のカードと交換する預金者は一部にとどまっていた。アンケートで今秋まで
の発行を表明した 4行のうち 3行も、手数料などを取る予定。一方、深夜に ATMで数十万円単位の
預金を何度も引き出すといった異常な取引については、三井住友、宮崎など 5行が、コンピューター
で定期的にチェックするシステムを導入、みずほ、静岡など 12 行も導入を前提に検討をしている。
しかし、13行は導入の予定がなく、残り 94行は『導入の是非も含めて検討中』と回答した。また、
計 22行が偽造カードの被害を『確認している』と答え、うち 2行は銀行名を出さないことを条件に、
被害のうち 100～200万円を上限に保険で補償したことを明らかにした。一方、今後の対応について、
紀陽、北越、京都など 18行は、今後、保険や銀行が加入する共済で一定の補償に応じるとしている。」
（『読売新聞』：2005年 2月 2日） 
(19) http://www.jcca-f.or.jp/index_13.html 
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